
平
成
24
年
度
の
決
算

　

平
成
24
年
度
の
各
会
計
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ

い
た
税
金
や
国
か
ら
配
分
さ
れ
た
地
方
交
付
税
な
ど
の
収
入
に
よ
っ
て
、
市
が
行
っ

た
事
業
や
財
政
状
況
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

総務費
39.9 億円

 土木費
 42.1 億円

     教育費 
  32.9 億円

       衛生費
   25.7 億円

公債費
48.3 億円

諸支出金
49.5 億円

その他
  20.2
   億円 市税

120.2 億円

   地方交付税
   107.8 億円

   国・道支出金
  76.5 億円

市債
31.2
億円

397.2 億円

民生費
118.3 億円

科　目 内　　容

民生費 児童手当、後期高齢者医療費といった医療・
福祉の費用など

土木費 道路、橋りょう、公園、除雪、治水など　
総務費 戸籍・住民基本台帳、庁舎管理など
教育費 義務教育費、体育館、図書館など
衛生費 健診、予防接種、ごみ処理、火葬場、墓地など
商工費 商工業、消費者保護、観光など
公債費 地方債の元利償還金など
諸支出金 特別会計への繰出金など
その他 議会、労働、農林水産業、消防

科　目 内　　　容

自
主
財
源

市 税 市民税、固定資産税、都市計画税など

使用料・手数料 公共施設使用料、住民票発行、ごみ処
理手数料など

諸収入 貸付金の返済金や宝くじの交付金など

その他 基金の取り崩し、前年度繰越金、寄附金
など

依
存
財
源

地方交付税 国から配分される交付金

地方譲与税など 国が徴収した特定の税のうち、一定の基準で地方に配分されるものなど

国・道支出金 道路、学校整備など、特定の事業に対
する国・道からの負担金、補助金など

市 債 施設や道路建設などに係る借入金

（0.9 億円
  0.8%⬆）

（1.9 億円
   5.1%⬆）

（4.2 億円
11.0%⬆）

（1.7 億円
   5.3%⬆）（0.9 億円

 3.3% ⬇）

 商工費
 14.8 億円
（1.1 億円
  6.7% ⬇）

（0.0 億円
 0.1%⬆）

（0.3 億円
  0.5%⬆）

（2.6 億円
11.4%⬇）

（2.9 億円
 2.4%⬇）

使用料
手数料
8.2 億円
（0.0 億円 
 0.1%⬇）

諸収入
    16.4 億円

（3.1億円
16.1%⬇）

その他
   20.3 億円

（4.5 億円
 28.5% ⬆）

（1.9 億円 1.8%⬆）

地方譲与税
など
16.6 億円
（1.0 億円 
 5.4%⬇）

（1.0 億円
 1.3%⬇）

（4.5 億円
17.0%⬆）

（　）内は前年
増減額・比率

※ 職員給与費は、目的別に分類しています。 ※ 個人・団体合わせて 3,378 千円の寄附金がありました。
環境・福祉・教育事業など、寄附の趣旨に沿って活用します。

　平成 24 年度は、前年度に比べ投資的経
費が江別の顔づくり事業や新栄団地の建替
事業などにより増加しました。

　市債残高は、減少傾向にあります。平
成 22 年度は土地開発公社解散のための
借入があり、一時的に増加しました。

　

地
球
温
暖
化
防
止
の
た
め
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
に
伴
う
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
を
い
か
に
抑
え
る

か
が
重
要
な
課
題
で
、
私
た
ち
一
人
ひ
と
り
の
取
り

組
み
が
と
て
も
大
切
で
す
。

　

よ
り
環
境
に
や
さ
し
い
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
践

し
ま
し
ょ
う
。

● 

　

国
で
は
、
暖
房
時
の
室
温
が
20
℃
で
も
快
適
な

「
ウ
ォ
ー
ム
ビ
ズ
」
を
呼
び
掛
け
て

い
ま
す
。

　

重
ね
着
を
し
た
り
、
温
か
い
も

の
を
食
べ
た
り
す
る
ほ
か
、
ひ
と

つ
の
部
屋
に
集
ま
る
「
ウ
オ
ー
ム

シ
ェ
ア
」
も
暖
房
エ
ネ
ル
ギ
ー
や

電
気
の
節
約
に
効
果
的
で
す
。

● 

　

運
転
方
法
を
見
直
す
こ
と
で
自
動
車
の
燃
費
を
良

く
し
、
環
境
へ
の
負
荷
を
減
ら
す
こ
と
が
「
エ
コ
ド

ラ
イ
ブ
」
で
す
。 

⑴  

車
を
ゆ
っ
く
り
発
進
さ
せ
る
（
ア
ク
セ
ル
を
弱

め
に
踏
み
込
む
）
こ
と
で
、
燃
料
消
費
量
を
約
11
％

減
ら
せ
ま
す
。

⑵  

車
を
停
止
さ
せ
る
前
に
早
め
に
ア

ク
セ
ル
を
離
す
こ
と
で
、
燃
料
消
費

量
を
約
2
％
減
ら
せ
ま
す
。
燃
費
消

費
量
を
減
ら
す
こ
と
は
、
ガ
ソ
リ
ン

代
の
節
約
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

　

今
夏
、
市
で
は
7
月
1
日
か
ら
9
月
30
日
ま
で
の

3
か
月
間
、
市
の
115
施
設
で
、
平
成
22
年
度
同
期
間

比
で
11
％
以
上
の
節
電
を
市
独
自
の
努
力
目
標
と
し

て
節
電
に
取
り
組
み
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
平
成
22

民生費
118.4 億円

歳入総額

前年度対比
2.9 億円 ⬆

歳出総額
391.8 億円
前年度対比
4.4 億円 ⬆



平成 25年度の
各会計予算

▶決算・予算の詳細　　財政課　☎ 381-1010
平成 25 年 10 月 1 日現在の住基人口　　120,802 人

※（　）内は
前年増減数

　

地
球
温
暖
化
問
題
と
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
つ
い
て
学
ん
だ
後
、
電
気
自
動
車

の
模
型
実
験
で
発
電
・
蓄
電
の
し
く

み
を
確
か
め
ま
す
。
最
後
に
各
自
で
「
ソ
ー
ラ
ー
か

も
め
」
の
模
型
づ
く
り
に
挑
戦
し
、
太
陽
光
発
電
を

体
験
し
ま
す
。
環
境
に
や
さ
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ

い
て
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
？

※
こ
の
事
業
は
、
ほ
く
で
ん
総
合
研
究
所
の
協
力
に
よ
り
実

施
さ
れ
ま
す
。

▼
対
象
／
小
学
校
4
〜
6
年
生 

。
▼
参
加
費
／
無

料
。
▼
定
員
／
40
名
（
先
着
）。
▼
日
時
／
1
月
14

日
㈫
9
時
〜
12
時
。
▼
会
場
／
ほ
く
で
ん
総
合
研
究

所（
対
雁
2-

1
）。
※
8
時
50
分
ま
で
に
現
地
集
合
。

▼
持
ち
物
／
筆
記
用
具
。

 

環
境
課 

☎
381-

１
０
１
９
、
申
し
込

み
は
12
月
9
日
㈪
〜
1
月
9
日
㈭
の
平
日
8
時
45
分

〜
17
時
15
分
、
電
話
で
受
け
付
け
。

ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
知
ろ
う
！

年
度
比
で
12
％
（
約
74
万
4
千
kWh
）
減
と
な
り
、
目

標
の
11
％
を
上
回
る
節
電
を
達
成
し
ま
し
た
。

　

そ
し
て
こ
の
冬
、
国
で
公
表
し
て
い
る
電
力
需
給

対
策
に
お
い
て
、
道
内
で
は
12
月
9
日
か
ら
3
月
7

日
ま
で
の
期
間
、
平
成
22
年
度
比
で
6
％
以
上
の
節

電
目
標
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
江

別
市
で
は
12
月
1
日
か
ら
3
月
31

日
ま
で
の
4
か
月
間
で
、
平
成
22

年
度
比
で
6
％
以
上
の
節
電
を
目

標
と
し
て
節
電
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

照
明
の
間
引
き
や
不
要
箇
所
の

終
日
消
灯
、
電
子
機
器
な
ど
の
省

電
力
機
能
を
活
用
す
る
な
ど
、
照

明
や
パ
ソ
コ
ン
関
係
の
節
電
に
引
き
続
き
力
を
入
れ

て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

環
境
課
環
境
政
策
担
当
☎
381
‐
１
３
９
５

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
実
験
室

冬
休
み
の
自
由
研
究
の
題
材
に
ピ
ッ
タ
リ
！

※ 水道・下水
道事業の決算
詳細は、16ペ
ージを参照。

(繰越分含む )


